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向島ニュータウンまちづくりビジョン（平成２９年３月策定）

取り組んでいく方針

１ 多文化・多世代共生のまちづくりによる，新たな向島の
イメージ発信

２ 魅力のある住宅・住環境づくり

３ 安心して子育てができるまちの仕組みづくり

４ 誰もが活き活きと生活できるまちの仕組みづくり

５ きめ細やかな防災・防犯のまちづくり

６ 便利で賑わいのあるまちづくり

７ 向島の将来を展望した土地利用等の見直し

具体的な取組 内 容

114土地利用計画
の見直し

都市計画「一団地の住宅施設」，
用途地域など土地利用計画に
ついての見直しを検討します。

◆便利で賑わいのあるまちづくり

◆若年・子育て世帯層流入の受け皿
としての分譲住宅等の整備

◆職住近接型のニュータウンに
向けた働く場づくり

◆既存住宅の魅力向上 など



向島ニュータウンにおける現行の都市計画のルール

＜用途地域・建ぺい率・容積率・高度地区＞

容積率

建ぺい率

高度地区
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＜参考＞都市計画のルールについて

◆用途地域

住宅や工場，大規模店舗などの
異なった用途の建物が無秩序に混
在することを防止するため，市街
地の大枠の土地利用を定める都市
計画のルールであり，１３種類あ
ります。

それぞれの用途地域に応じて，
建てられる建物の用途が決まりま
す。

◆建ぺい率

その土地に建てられる建物の規模（建築面積）を
制限するための都市計画のルール
（右図の場合） ｂ／A×１００％

◆容積率

その土地に建てられる建物の大きさ（延べ面積）
を制限するための都市計画のルール
（右図の場合） （ｂ＋ｃ）／A×１００％ 3



＜参考＞都市計画のルールについて
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◆高度地区

建築物の高さを規制するための都市計画のルール
高度地区による高さ制限には，「高さの最高限度を定める制限」と「北側への配慮

として定める制限」があります。

＜例＞２０ｍ第1種高度地区
※現在の向島ニュータウンに適用されている制限例

※横から見た図



向島ニュータウンにおける現行の都市計画のルール

昭和３５年 航空写真

住宅団地を計画的に造成するため，用途地域などの一般的な都市計画の
ほか，昭和４６年１２月に「一団地の住宅施設」を決定 （最終決定：昭和53年）

近鉄向島駅
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向島ニュータウンにおける現行の都市計画のルール

＜一団地の住宅施設＞

低層住宅地区

高層住宅地区

駅前
商業
地区 壁面線の位置

道路等から6ｍ又は9ｍ

センター商業地区

高層住宅地区

新たに住宅団地を造成するに当たり，以下のルールを設定
○ 道路，公園・緑地，学校，幼稚園，診療所等の公共施設の位置
○ 街区ごとに「低層住宅」，「高層住宅」の配置
○ 住宅の計画戸数，建ぺい率，容積率，階数，建築物を設けてはいけない区域
（壁面線）などの設定

（都市計画法第11条第8号）

容積率200％
建蔽率 30％

容積率200％
建ぺい率30％

高層住宅地区

高層住宅地区

２階建て
容積率100％以下
建ぺい率50％以下

容積率200％
建ぺい率30％

高層住宅地区

高層住宅地区

公園

センター商業地区

容積率300％
建ぺい率50％

容積率200％
建ぺい率30％
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容積率200％
建ぺい率30％

高層住宅地区

【低層住宅地区】
・建ぺい率 ５０％
・容積率 １００％
・階数 ２階以下
・計画戸数

４街区 １４４戸
７街区 ９０戸

【高層住宅地区】
・建ぺい率 ３０％
・容積率 ２００％
・計画戸数

計６，５８０戸
・壁面線の指定

道路境界線から
６ｍ又は９ｍ

など



向島ニュータウンにおける現行の都市計画のルールとその課題

一般的な都市計画のルール（用途地域，高度地区等）に加えて，
向島ニュータウンでは「一団地の住宅施設」のルールにより，

○ 街区ごとに，建物の大きさや面積（地区
独自の建ぺい率や容積率），敷地又は道路
の境界線から建物までの距離を設定

○ ゆとりある建物配置がされることを前提と
して，建物ごとの高さ（45mや31m等）を個別
に設定

○ 街区ごとに住宅の戸数を設定

建て詰まり感のない

ゆとりある
居住環境
が形成されている

現在の都市計画のルール

都市計画上の課題

○ 敷地ごとに建築が可能な用途を限定して
おり，ビジョンの実現につながる新たな建物
の立地に対応しづらい。

○ 高層住宅などが計画的に立ち並ぶ住環境
を将来にわたって引き継ぐことが困難

建替えなど，
現在の住環境を
将来にわたり

引き継ごうとする際に

柔軟性がない
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都市計画のルールの見直しの考え方

現在の良好な住環境等の維持・継承，職住近接型のニュータウンの実現
など，ビジョンに掲げるまちの将来像の実現に向けて，以下のとおり，
都市計画を見直します。

○ 将来を想定し，柔軟性に課題のある「一団地の住宅施設」は廃止

○ 用途地域，高度地区を見直すとともに，地区計画を策定し，建物の用途の制限
等を行うことで，これまでのニュータウンならではのゆとりある魅力的な住環境
を継承しつつ，より便利で良好な賑わいのあるまちを目指す。

＜現在＞

「一団地の住宅施設」により，
向島ニュータウン独自の

土地利用ルールを設定

＜見直し（案）＞
「一団地の住宅施設」の廃止
＋用途地域，高度地区の

見直し
地区計画の策定
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＜参考＞都市計画のルールについて

◆地区計画

地区にふさわしい街並みの形成を図るため，その地区のまちづくりの目標に応じ
て，建物の用途やボリュームなどについて，地区の特性に応じてきめ細やかな制限
を定めることができる都市計画のルール
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都市計画のルールの見直し（案） ＜全体図＞

高度地区の見直し ※ゆとりある空間構成の建築計画については
高さ制限を適用除外 10

※一団地の住宅施設は廃止

地区計画で建築物
の用途を制限

地区計画で建築物の
ボリュームを制限

地区計画で公園に
位置付け



都市計画のルールの見直し（案） ＜駅前商業地区＞
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＜建物の用途・配置のルール＞

現在の

都市計画の
ルール

「一団地の住宅施設」により，医療施設，生活利便施設（コン
ビニ）など，敷地ごとに建築可能な用途を限定

目指す将来像
引き続き，駅前にふさわしい賑わい機能や生活利便機能の
立地を誘導

見直しの方向性

・「一団地の住宅施設」を廃止し，柔軟な土地利用を可能
にする。

・「地区計画」により建物の用途を制限することにより，
駅前にふさわしい用途の建物の立地を誘導



都市計画のルールの見直し（案） ＜駅前商業地区＞

＜建物の用途・配置のルール＞
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◆「地区計画」により制限する用途◆

・マージャン屋，パチンコ屋，ゲームセンター，射的場，勝馬投票券発売所，

場外車券発売所その他これらに類するもの

・ カラオケボックスその他これに類するもの

・葬祭場

● 敷地単位で設定されている配置方針を廃止することに
より，柔軟な土地の利活用が可能となります。

● 周辺の住環境にふさわしくない用途（パチンコ屋，
葬祭場等）については，引き続き，建築できません。

※近隣商業地域では
風俗営業施設等は
立地できません。



都市計画のルールの見直し（案） ＜センター商業地区＞

＜建物の用途・配置のルール＞
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現在の

都市計画の
ルール

「一団地の住宅施設」により，商店，銀行，医療施設，
高層住宅など，敷地ごとに建築可能な用途を限定

目指す将来像
引き続き，ニュータウンのセンター地区として，
良質な商業・サービス機能を充実

見直しの方向性

・「一団地の住宅施設」を廃止し，柔軟な土地利用を可能
にする。

・「地区計画」により建物の用途を制限することにより，
良質な商業・サービス機能を誘導



都市計画のルールの見直し（案） ＜センター商業地区＞
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＜建物の用途・配置のルール＞

◆「地区計画」により制限する用途◆

・風俗営業，店舗型性風俗特殊営業，店舗型電話異性紹介営業の用に

供するもの

・マージャン屋， パチンコ屋，ゲームセンター，射的場，勝馬投票券発売所，

場外車券発売所その他これらに類するもの

・ カラオケボックスその他これに類するもの

・葬祭場

● 敷地単位で設定されている配置方針を廃止することにより，
柔軟な土地の利活用が可能となります。

● 周辺の住環境にふさわしくない用途（風俗営業施設，パチン
コ屋，葬祭場等）については，引き続き，建築できません。



都市計画のルールの見直し（案） ＜高層住宅地区＞

＜建物の用途・配置のルール＞
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現在の

都市計画の
ルール

「一団地の住宅施設」に基づき，高層住宅，幼稚園，保育所，
小・中学校，医療施設等など，敷地ごとに建築可能な用途を
限定

目指す将来像
高層住宅を中心としつつ，公益施設，医療福祉施設等の

生活に密着した施設のほか，利便性の更なる向上や働く場
の創出につながる新たな土地利用を誘導

見直しの方向性

・「一団地の住宅施設」の廃止及び用途地域の見直しにより，
利便施設の誘導や働く場の創出につながる柔軟な土地利
用を可能にする。

・「地区計画」により建物の用途を制限することにより，
住環境との調和に配慮



都市計画のルールの見直し（案） ＜高層住宅地区＞
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周辺環境
に配慮し

地区計画で
用途を制限

＜建物の用途・配置のルール＞ 【現状】 ⇒ 【見直し（案）】



都市計画のルールの見直し（案） ＜高層住宅地区＞
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＜建物の用途・配置のルール＞

● 敷地単位で設定されている配置方針を廃止することに
より，柔軟な土地の利活用が可能となります。

● 中規模な店舗・飲食店，オフィスなど，便利で賑わいの
あるまちづくりや，働く場づくりにつながる土地利用が可能
となります。

● 周辺の住環境にふさわしくない用途（ホテルや旅館，ボー
リング場，葬祭場）については，引き続き，建築できません。



ゆとりある建物配置や充実した空地等が確保された現在のニュータウンならではの良好
な住環境を継承していくため，以下の通り，一定規模以上の区画でゆとりある空間構成
となる条件を満たす建築計画については，高度地区の制限を適用除外

駅前商業地区・センター商業地区・高層住宅地区

都市計画のルールの見直し（案） ＜高度地区の見直し＞

＜条件＞（現時点で想定する案）
●敷地面積は，２，０００㎡以上確保すること

●壁面の後退位置を隣地境界線又は道路境界線
から６メートル以上確保すること

●建ぺい率は５０％以下とすること
（街区の角にある敷地※の場合は１０％加算可能）

（※）道路が屈曲する角又は道路が交わる角にある
敷地で，敷地の境界線の全長の４分の１以上
がこれらの道路に接するもののうち，各道路の
幅員が５.５ メートル以上で，その合計が１４
メートル以上であるもの

高度地区
の制限を
適用除外
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＜建物のボリュームのルール＞



都市計画のルールの見直し（案） ＜低層住宅地区＞

＜建物の用途・配置・ボリュームのルール＞

現在の

都市計画の
ルール

「一団地の住宅施設」に基づき，低層住宅（２階建て以下，容
積率１００％以下），医療施設等が配置

目指す将来像 低層住宅地としての良好な居住環境を維持

見直しの方向性

・「一団地の住宅施設」の廃止により，柔軟な土地利用を可能
にする。

・「一団地の住宅施設」による階数及び容積率の制限を廃止
する代わりに，「地区計画」により建物の高さ（概ね２階建て
以下）及び容積率の制限を導入
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都市計画のルールの見直し（案） ＜低層住宅地区＞
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＜建物の用途・配置・ボリュームのルール＞

【現状】建物規模制限 【見直し案】

・階数２階以下
・高さ２０ｍ以下
・容積率１００％

・階数２階以下程度の規模（現状と同規模）
：高さ１０ｍ以下，かつ軒の高さ７ｍ以下

・容積率２００％以下

● 敷地単位で設定されている配置方針を廃止することに
より，柔軟な土地の利活用が可能となります。

● 現在と同様，２階以下程度の低層規模の住宅を誘導し，
良好な住環境を維持します。



都市計画のルールの見直し（案） ＜公園＞
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○ 「一団地の住宅施設」で位置づけられている公園・緑地については，以下のとおり，
「地区計画」により公園として位置付けることにより，引き続き保全

＜公園・緑地について＞

地区計画で公園
として位置付け



今後の進め方

ビジョンに掲げるまちの将来像の実現に向けて，
都市計画のルールの見直しの方向性をお知らせ

前回のお知らせ

主に地権者の皆様に，都市計画のルールの
見直し（案）を周知・説明

説明会等の開催

都市計画の手続
都市計画原案の縦覧，都市計画案の縦覧，

意見書の受付
都市計画審議会への付議，都市計画決定等

向島ニュータウンまちづくりビジョンの策定
目指すまちの将来像・方針等の共有

平成29年３月

今回のお知らせ

本 日

今 後

今後，頂いた御意見等を踏まえつつ，都市計画のルールの見直しに向けて，
都市計画の手続を進める予定です。
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今後の進め方
＜参考＞都市計画法に基づく手続きの流れ
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問い合わせ先

自治会・街区・管理組合単位でご希望がある場合は，個別にお伺いし，ご説明
いたします。

下記まで，お気軽にお問い合わせ，ご意見をお寄せください。

京都市 都市計画局 住宅室 住宅政策課 ニュータウン企画調整担当
（担当：松村・片山・吉原）

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地（分庁舎３階）
TEL ０７５－２２２－３６６６ FAX ０７５－２２２－３５２６
メールアドレス house@city.kyoto.lg.jp

※「向島ニュータウンまちづくりビジョン」や，「向島まちづくりニュース（第１号）」，
「向島まちづくりニュース（第２号）」 については，以下のホームページを
検索いただくと，ご覧いただけます。

https://www.city.kyoto.lg.jp/menu4/category/55-22-0-0-0-0-0-0-0-0.html
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